

















































































































































































ついて」平成 20年 8月 29日）と増えている。しか












































































































































































































































































































































































認会計士法第 9条 2項及び第 10条 1項）。
．おわりに―会計学部・会計研究科の一貫教育―
以上述べてきたところから，専修大学創立 130周年
及び会計学科創設 40周年を迎えるにあたり，第 2の
現実として「会計の専修」として復活するため，今
後，専修大学において「社会知性」の開発を具体化す
ることのできる会計教育体制として「会計学部」，さ
らに会計専門職大学院「会計研究科」の創設を提案す
る。その場合，公認会計士資格取得に特化せず，税理
士資格取得等を含めた広く会計プロフェッショナルの
養成に対応したカリキュラムを採用した会計専門職大
学院「会計研究科」を設置すべきである。
今後将来にわたり，「会計の専修」として社会の要
請に応えるためには，「会計学部」と専門職大学院
「会計研究科」を創設し，一貫教育による高度会計職
業人の養成を目指すことが必要である。学部・大学院
の一貫教育は，学生・院生の教育面ばかりか，教員組
織の面においても効率的であると考えるからである。
最後に，今後も，専修大学が「会計の専修」として
更に発展し，卒業生が自信を持って社会・会計業界に
おいて活躍されることを祈っている。
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